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（1） 総社市の人口構造 

団塊世代（第一次ベビーブーム 昭和22 年～24 年生まれ 現在66～68 歳）の人

たちが，医療や介護のリスクが高まる75 歳以上に達する10 年後には現在での社

会保障制度の仕組みでは支えきれないことが予想されており，制度の仕組みを見

直す必要が出てきています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 介護予防・日常生活支援総合事業の背景 
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男

資料：平成28年4月28日現在 総社市住民基本台帳

女

後期高齢者

（1号被保険者）

認定率（認定者／

高齢者人口）

１６．２％１６．２％１６．２％１６．２％

前期高齢者

（1号被保険者）

認定率（認定者／

高齢者人口）

２．２％２．２％２．２％２．２％

２号被保険者

（40～64歳）

認定率（認定者／

40～64歳人口）

０．３％０．３％０．３％０．３％

40歳 介護保険料支払開始

「団塊の世代」

1947年～1949年生まれ

現在（Ｈ28）：

67歳～69歳

2025年

団塊の世代が７５歳

以上となる！

団塊世代ジュニア

団塊世代を支える中心世代

【1970年代】

現在（Ｈ28）：37歳～46歳

少子化…

年金・医療・介護など社会保障制

度を支える世代の先細り

65歳以上：（老年人口）

15歳～64歳：（生産年齢人口）
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（2） 総人口・高齢化率の推計 

高齢化率は，高齢化率は，高齢化率は，高齢化率は，平成平成平成平成 27272727 年年年年 8888 月末月末月末月末    26.826.826.826.8％％％％    →→→→    H37H37H37H37 年年年年    28.828.828.828.8％（＋％（＋％（＋％（＋1.51.51.51.5％）％）％）％）    

   平成 37 年には，総人口が 66,628 人になると想定され，平成 28年 8 月末現在 

（68,050 人）と比較すると，約 2％減少する見込みです。 

  高齢化率は上昇を続け，平成 37 年には 28.8％（+1.5％）となる見込みで，特に

前期高齢者（65～74 歳）の割合は，平成 29 年まで緩やかに上昇し，その後下降に

転じます。後期高齢者（75 歳以上）の割合は，平成 37 年度には 16.9％となる見込

みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    資料：総社市高齢者福祉計画・第 6 期介護保険事業計画 
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（3） 要介護認定者数の推計 

要介護認定要介護認定要介護認定要介護認定率は，平成率は，平成率は，平成率は，平成 27272727 年年年年 8888 月末月末月末月末    18.618.618.618.6％％％％    →→→→    H37H37H37H37 年年年年    22.722.722.722.7％（＋％（＋％（＋％（＋1.51.51.51.5％）％）％）％） 

   平成 37 年には，介護を要する高齢者は 4,492 人となり，平成 28年 8 月末の要介

護認定者数（3,495 人）と比較して約 28.5％増加することが予測されます。 

   介護度の中重度・軽度別に比較すると，平成 26 年から平成 37 年への増加率は，

中重度が 27.6％，軽度者が 38.4％と軽度者の方が大幅に増加する見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

    資料：総社市高齢者福祉計画・第 6 期介護保険事業計画 
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（4） ニーズの増大と担い手の減少 

   総社市の医療や介護のリスクが高まる75 歳以上（上線：青線）とそれを支える

担い手15 歳～64 歳（下線：橙線）の推計（2010 年を100 とした場合）をみてみ

ると，若干全国より低い推計となっています。 

◆ 後期高齢者人口の増加 

◆ 担い手が急速に減少する⇒専門職が急速に減少することが予測される。 

◆ 生活支援ニーズの高い単身世帯・高齢者のみの世帯が増加傾向である。 
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（5）介護保険料基準額の推計 

   65 歳以上の介護保険料（第 1 号保険料）は，3 年を 1期とする介護保険事業計画

期間中のサービス（給付費）の利用見込量に応じたものになります。 

   今のままで介護保険制度を続けた場合，第 9 期（H36～H38）には，総社市の保険

料基準額は，月額 7,800 円に上昇することが予測されます。 
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（（（（1111））））    制度改正の趣旨制度改正の趣旨制度改正の趣旨制度改正の趣旨    

  予防給付のうち訪問介護・通所介護について，市町村が地域の実情に応じた取り組

みができる介護保険制度の地域支援事業「介護予防・日常生活支援総合事業」に移行

します。 

  既存の介護事業所による既存のサービスに加えて，ＮＰＯ，民間企業，ボランティ

アなど地域の多様な主体を活用して高齢者を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン 

 

 ２ 介護予防・日常生活支援総合事業の概要 
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（（（（2222））））    目的目的目的目的    

  総合事業は，市町村が中心となって，地域の実情に応じて，住民等の多様な主体が

参画し，多様なサービスを充実することにより，地域の支え合いの体制づくりを推進

し，要支援者等に対する効果的かつ効率的な支援等を可能とすることを目的としてい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン 
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（（（（1111））））    要支援・要介護認定者の状態像要支援・要介護認定者の状態像要支援・要介護認定者の状態像要支援・要介護認定者の状態像    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ３ 総社市の要支援認定者等のサービスの利用状況 
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要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

要支援・要介護認定者の認定調査結果（総社市）

※1 「歩行できる」には，「何かにつかまればできる」を含む。

※2 平成28年6月末時点における認定調査結果により分析（総社市）

生活行為（ＩＡＤＬ）生活行為（ＩＡＤＬ）生活行為（ＩＡＤＬ）生活行為（ＩＡＤＬ）身の回りの動作（ＡＤＬ）身の回りの動作（ＡＤＬ）身の回りの動作（ＡＤＬ）身の回りの動作（ＡＤＬ）

手段的日常生活動作能力（IADL）のうち，「薬の内服」，「簡単な調理」，「買い

物支援」について，援助を必要としている方が多い。 
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（（（（2222））））    要支援認定者数要支援認定者数要支援認定者数要支援認定者数（（（（H2H2H2H28888.6.6.6.6 月末月末月末月末現在現在現在現在））））    

要支援認定者 認定者数 内 2 号被保険者 

要支援１ 554 人 11 人 

要支援２ 836 人 17 人 

合 計 1,390 人 28 人 

 

（（（（3333））））    介護予防訪問介護及び介護予防通所介護サービス利用者数介護予防訪問介護及び介護予防通所介護サービス利用者数介護予防訪問介護及び介護予防通所介護サービス利用者数介護予防訪問介護及び介護予防通所介護サービス利用者数（（（（H28.9H28.9H28.9H28.9 末現在）末現在）末現在）末現在）    

（H28.6 月サービス利用分）国保連合会請求データより抽出 

要支援認定者 介護予防訪問介護 介護予防通所介護 

要支援１ 74 人 167 人 

要支援２ 134 人 324 人 

合 計 208 人 491 人 

 

（（（（4444））））    介護予防訪問介護の利用介護予防訪問介護の利用介護予防訪問介護の利用介護予防訪問介護の利用状況状況状況状況（（（（H28.9H28.9H28.9H28.9 末現在）末現在）末現在）末現在）    

① サービス種類別（要介護度別）利用者数 

   （H28.6 月サービス利用分 介護予防プラン分析による） 

サービス種類 利用回数（概ね） 利用人数 内要支援 1 内要支援 2 

予防訪問介護Ⅰ 週 1 回程度 89 人 43 人 46 人 

予防訪問介護Ⅱ 週 2 回程度 89 人 31 人 58 人 

予防訪問介護Ⅲ 週 3 回程度 30 人 0 人 30 人 

 合 計 208 人 74 人 134 人 

 ※予防訪問介護Ⅱ，Ⅲには，日割りを含む。 

 

 

 



総社市 

 

10 

 

 

② サービス種類別単位数 

（H28.6 月サービス利用分 国保連合会請求データ分析による） 

サービス種類 利用回数（概ね） 単位数（10 割分） 

予防訪問介護Ⅰ 週 1 回程度 103,016 単位 

予防訪問介護Ⅱ 週 2 回程度 204,509 単位 

予防訪問介護Ⅲ 週 3 回程度 109,686 単位 

 合 計 417,211 単位 

   417,211 単位×10円≒4,172,110 円（月額：10 割分） 

 

③ サービス利用時間 

 

 

 

 

 

 

 

④ 身体介護と生活援助の内訳 
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介護予防訪問介護サービス利用形態（H28.6月サービス利用分）
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  ⑤ サービス利用内容（生活援助，身体介護） 

（H28.6 月サービス利用分 介護予防プラン分析による）※重複あり 
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  ⑥ サービス提供事業所の内訳 

（H28.6 月サービス利用分 国保連合会請求データ分析による） 

 要支援 1 要支援 2 合計 

市内事業所（10事業所） 66 人 116 人 182 人 

市外事業所（10事業所） 8 人 18 人 26 人 

合計（20事業所） 74 人 134 人 208 人 

          

(5)(5)(5)(5)    介護予防通所介護の利用状況介護予防通所介護の利用状況介護予防通所介護の利用状況介護予防通所介護の利用状況（（（（H28.9H28.9H28.9H28.9 末現在）末現在）末現在）末現在）    

① サービス種類別（要介護度別）利用者数と加算算定の状況 

   （H28.6 月サービス利用分 国保連合会請求データ分析による） 

 

 

 

② 主な加算の状況 

（H28.6 月サービス利用分 国保連合会請求データ分析による） 

サービス種類 要支援 1 要支援 2 合計 

介護予防通所介護 167 人 324 人 491 人 

サービス種類 要支援 1 要支援 2 合計 割合(％) 

介護予防通所介護 167 人 324 人 491 人 － 

【加算】     

 若年性認知症受入加算 0 人 0 人 0 人 0％ 

 生活機能向上グループ活動加算 16 人 31 人 47 人 9.6％ 

 運動器機能向上加算 70 人 127 人 197 人 40.1％ 

 栄養改善加算 0 人 0 人 0 人 0％ 

 口腔機能向上加算 3 人 3 人 6 人 0.6％ 

 選択的サービス複数実施加算(Ⅰ)1 16 人 31 人 47 人 9.6％ 

 選択的サービス複数実施加算(Ⅰ)2 5 人 17 人 22 人 4.5％ 
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 ※生活機能向上グループ加算…自立した日常生活を営むための共通の課題を有する利用者に対し生活機

能の向上を目的とした活動をグループで行った場合に加算。 

 ※選択的サービス複数実施加算（Ⅰ）…運動機能向上サービス，栄養改善サービス又は口腔機能サービ

スのうち複数のサービスを実施した場合に加算。（ただし，それぞれの加

算を算定している場合は算定不可） 

1：運動機能+栄養改善  2：運動機能+口腔機能 

 

 

③ サービス種類別単位数 

（H28.6 月サービス利用分 国保連合会請求データ分析による） 

サービス種類 単位数（10 割分） 

予防通所介護 要支援 1 314,190 単位 

予防通所介護 要支援 2 1,197,351 単位 

 1,511,541 単位 

1,511,541 単位×10 円≒15,115,410 円（月額：10 割分） 

 

④ サービス提供事業所の内訳 

（H28.6 月サービス利用分 国保連合会請求データ分析による） 

 要支援 1 要支援 2 合計 

市内事業所（32事業所） 155 人 299 人 454 人 

市外事業所（21事業所） 12 人 25 人 37 人 

合計（53事業所） 167 人 324 人 491 人 
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 ⑤ サービス利用時間 

（H28.6 月サービス利用分 介護予防プラン分析による） 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

⑥ サービス利用回数 

（H28.6 月サービス利用分 介護予防プラン分析による） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※住民主体の通いの場としての【いきいき百歳体操】は，要支援１から要介護２の認

定をお持ちの１００名近い対象者が，既に自主的に参加出来ていることから，要介護

認定等で地域住民を分け隔てることのない活動として，一般介護予防事業に位置づけ

ます。 

要支援２ 

 

要支援１ 

要支援２ 

 

要支援１ 

要支援２ 


